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議 81 

議案第８１号 

尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条 

例特別取扱条例及び昭和４２年度以後における退隠料及び遺 

族扶助料年額の改定に関する条例の一部を改正する条例につ 

いて 

 尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例特別取

扱条例及び昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額の改定

に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条 

例特別取扱条例及び昭和４２年度以後における退隠料及び遺 

族扶助料年額の改定に関する条例の一部を改正する条例  

（尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例特別取

扱条例の一部改正）  

第１条 尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡給与金、遺族扶助料条例

特別取扱条例（昭和２４年尼崎市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

  第７条の見出しを「（遺族扶助料の年額）」に改め、同条第２項か

ら第４項までの規定中「扶助料」を「遺族扶助料」に改める。 

第７条の２の前の見出し中「扶助料」を「遺族扶助料」に改め、同

条第１項中「扶助料」を「遺族扶助料」に、「あって、その妻が」を

「あり、かつ、」に、「場合には」を「場合は」に、「掲げる」を

「定める」に改め、同項第１号中「いう」の次に「。以下同じ」を加

え、「重度障害」を「、重度障害」に改め、同項第３号中「１５２，

８００円」の次に「（その額が恩給法等の一部を改正する法律（昭和

５１年法律第５１号。以下「昭和５１年改正法」という。）附則第１

４条第１項第３号に規定する厚生年金加算額に満たないときは、１５

２，８００円に同号に規定する政令で定める額を加えて得た額）」を

加え、同条第２項中「扶助料」を「遺族扶助料」に改める。  
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第７条の３第１項中「扶助料」を「遺族扶助料」に、「各号の一」

を「各号のいずれか」に、「恩給法等の一部を改正する法律（昭和５

１年法律第５１号。以下この条において「法」という。）」を「昭和

５１年改正法」に改め、同項ただし書中「法」を「昭和５１年改正

法」に改め、同条第２項中「の場合」を「に規定する場合」に、「、

当該扶助料」を「、同項ただし書の遺族扶助料」に、「に規定する政

令」を「の政令」に、「から当該扶助料」を「から当該遺族扶助料」

に改める。  

第８条の２中「に規定する」を「の規定による」に、「、扶助料」

を「、遺族扶助料」に、「扶助料に」を「遺族扶助料に」に、「次

に」を「次の各号に」に改める。  

第１０条中「扶助料」を「遺族扶助料」に改める。  

第１１条の４を次のように改める。  

（退隠料の年額の特例）  

第１１条の４ 平成１２年４月分以降の退隠料の年額が１，１３２，

７００円に満たないときは、その額をもって退隠料の年額とする。  

第１１条の４の次に次の見出し及び２条を加える。  

（遺族扶助料の年額の特例）  

第１１条の５ 遺族扶助料の年額が７９２，０００円に調整改定率

（恩給法第６５条第２項に規定する調整改定率をいう。）を乗じて

得た額（その額に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、

５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り

上げる。以下「遺族扶助料最低保障額」という。）に満たないとき

は、遺族扶助料最低保障額をもって遺族扶助料の年額とする。  

第１１条の６ 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険

法等の一部を改正する法律（平成２４年法律第６３号）附則第１条

第３号に定める日の属する月分以降の遺族扶助料の年額（第７条の

２第１項の規定により加算される額を含む。以下この条において同

じ。）は、この条の規定の適用がないものとした場合におけるその

年額が国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行法（昭和３３
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年法律第１２９号）第１３条の２第１項に規定する控除調整下限額

（以下「控除調整下限額」という。）を超えるときは、当該年額に

１０分の９を乗じて得た額（その額に、５０円未満の端数があると

きはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数があるときは

これを１００円に切り上げる。以下「調整額」という。）（調整額

が控除調整下限額に満たないときは、控除調整下限額）とする。  

（昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額の改定に関する

条例の一部改正） 

第２条 昭和４２年度以後における退隠料及び遺族扶助料年額の改定に

関する条例（昭和４３年尼崎市条例第１４号）の一部を次のように改

正する。 

第２条の３９の次に次の１条を加える。  

（平成２６年４月分以降の遺族扶助料の年額の改定）  

第２条の４０ 職員の遺族に支給する遺族扶助料については、平成２

６年４月分以降、その年額を、その年額の計算の基礎となっている

給料年額に調整改定率（恩給法（大正１２年法律第４８号）第６５

条第２項に規定する調整改定率をいう。）を乗じて得た額（その額

に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０円以上１

００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げる。）を

退職又は死亡当時の給料年額とみなして算出して得た年額（その額

に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０円以上１

００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げる。）に

改定する。  

   付 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（職権改定）  

２ 第１条の規定による改正後の尼崎市職員退隠料、退職給与金、死亡

給与金、遺族扶助料条例特別取扱条例第７条の２第１項、第１１条の

５及び第１１条の６の規定による遺族扶助料の年額の改定は、市長が
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受給者の請求を待たずに行う。  

 

 

 

（説 明）  

  被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律（平成２４年法律第６３号）の制定に伴い、条例改正が

必要であることから、本案を提出する。  



議 82 

議案第８２号  

尼崎市職員の厚生制度に関する条例の一部を改正する条例に  

ついて  

尼崎市職員の厚生制度に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。  

平成２５年５月１５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市職員の厚生制度に関する条例の一部を改正する条例  

 尼崎市職員の厚生制度に関する条例（昭和５５年尼崎市条例第３号）

の一部を次のように改正する。  

 第３条中「及び貸付け」を削る。  

付 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

（説 明）  

厚生団体が行う貸付事業を廃止するため、条例改正が必要であるこ

とから、本案を提出する。  
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議案第８３号  

   尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する  

条例について 

 尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例を次

のように制定する。  

  平成２５年５月１５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する  

条例  

 尼崎市災害派遣手当等の支給に関する条例（平成７年尼崎市条例第１

２号）の一部を次のように改正する。  

 第１条中「平成１６年法律第１１２号」の次に「。以下「国民保護

法」という。」を加え、「同法」を「国民保護法」に改め、「同

じ。）」の次に「及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４

年法律第３１号。以下「新型インフルエンザ等対策法」という。）第４

４条」を加え、「、武力攻撃災害等派遣手当」を「武力攻撃災害等派遣

手当、新型インフルエンザ等対策法第４４条において準用する場合にあ

っては新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」に改める。  

   付 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

（説 明）  

  新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）

の施行に伴い、他の地方公共団体等から派遣された職員に新型インフ

ルエンザ等緊急事態派遣手当を支給するため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。  
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議案第８４号  

   尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を 

改正する条例について 

 尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。  

  平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部を 

改正する条例 

 尼崎市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１３年尼崎

市条例第４３号）の一部を次のように改正する。  

 第２条第１項第２号を次のように改める。  

  公益財団法人尼崎健康医療財団  

第２条第１項第１０号を次のように改める。  

  公益財団法人ひょうご環境創造協会  

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

（説 明）  

  本市職員を派遣することができる団体の名称変更に伴い、条例改正

が必要であることから、本案を提出する。  
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議案第８５号  

   尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例の一部を改 

正する条例について 

 尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定する。  

  平成２５年５月１５日提出  

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例の一部を改  

正する条例  

 尼崎市職員の選挙業務特殊勤務手当に関する条例（平成１８年尼崎市

条例第１０号）の一部を次のように改正する。  

 第２条第２号中「１，７８４円５５銭」を「１，７６０円５４銭」に

改める。  

   付 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 

 

 

（説 明）  

  選挙業務に係る基本手当額を変更するため、条例改正が必要である

ことから、本案を提出する。  
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議案第８６号 

   尼崎市市税条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市市税条例の一部を改正する条例 

 尼崎市市税条例（昭和２５年尼崎市条例第６１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 目次中「第３３条の６の６」を「第３３条の６の７」に改める。 

 第２５条第２項中「同条第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

 第３３条の６の２第１項中「第４８条の９の１１第３項各号」を「第

４８条の９の１２第３項各号」に改め、「、当該年度の」の次に「初日

の属する年の」を加える。 

 第３３条の６の５第１項中「当該年度の前年度において第３３条の６

の２第１項の規定により特別徴収の方法によって徴収された年金所得に

係る特別徴収税額に相当する額」を「当該特別徴収対象年金所得者に対

して課した前年度分の個人の市民税のうち当該特別徴収対象年金所得者

の前々年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算

額（当該特別徴収対象年金所得者に係る均等割額を第３３条の２第１項

の規定により特別徴収の方法によって徴収した場合においては、前々年

中の公的年金等に係る所得に係る所得割額）の２分の１に相当する額

（当該額に１００円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨て、

当該額が１００円未満であるときは１００円とする。）」に改める。 

 第３３条の６の６第１項中「ものとする」を削り、第２章第１節第２

款中同条を第３３条の６の７とし、第３３条の６の５の次に次の１条を

加える。 

（特別徴収対象年金所得者が市外に転出した場合の取扱い） 

第３３条の６の６ 特別徴収対象年金所得者が当該年度の初日において

市内に住所を有しない場合には、第３３条の６の２の規定にかかわら
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ず、当該特別徴収対象年金所得者の年金所得に係る特別徴収税額を特

別徴収の方法によって徴収しない。 

２ 前項の場合において、同項の特別徴収対象年金所得者に対して課す

る個人の市民税のうち当該特別徴収対象年金所得者の前年中の公的年

金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額の合算額から前条第１項

の規定により特別徴収の方法によって徴収された年金所得に係る仮特

別徴収税額を控除した額を第３１条の納期のうち当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間に到来するものに

おいて普通徴収の方法によって徴収する。 

 第３３条の８第５項中「第４２条の９第４項」の次に「、第４２条の

１２の３第５項」を加え、同条第１０項中「の法人税割及び利子割」を

削る。 

 第３６条第６項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森

林総合研究所法（平成１１年法律第１９８号）附則第９条第１項及び第

１１条第１項の規定により行う旧独立行政法人緑資源機構法（平成１４

年法律第１３０号）第１１条第１項第７号イの事業及び森林開発公団法

の一部を改正する法律（平成１１年法律第７０号）附則第８条の規定に

よる廃止前の農用地整備公団法（昭和４９年法律第４３号。以下「旧農

用地整備公団法」という。）第１９条第１項第１号イの事業を含む。

）」を削る。 

 第８９条第４項中「（独立行政法人森林総合研究所が独立行政法人森

林総合研究所法附則第９条第１項及び第１１条第１項の規定により行う

旧独立行政法人緑資源機構法第１１条第１項第７号イの事業及び旧農用

地整備公団法第１９条第１項第１号イの事業を含む。）」を削る。 

 附則第７項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３４項」

に改め、附則第９項中「同条第１０項」を「同条第９項及び第３７項」

に改め、附則第２１項中「平成３５年度」を「平成３９年度」に、「平

成２５年」を「平成２９年」に、「附則第５条の４の２第５項」を「附

則第５条の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用され

る場合を含む。）」に改め、附則第２４項中「附則第３５条の２第６



議 86-3 

項」を「附則第３５条の２第５項、附則第３５条の２の２第５項」に改

め、「附則第５条の５第２項」の次に「（法附則第５条の６第２項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

  第２５条第２項の改正規定、第３３条の６の２第１項の改正規定

（「、当該年度の」の次に「初日の属する年の」を加える部分を除

く。）及び附則第２４項の改正規定（「附則第３５条の２第６項」

を「附則第３５条の２第５項、附則第３５条の２の２第５項」に改

める部分を除く。）並びに付則第３項の規定 平成２６年１月１日 

  附則第２１項の改正規定 平成２７年１月１日 

  第３３条の８第１０項の改正規定 平成２８年１月１日 

  目次の改正規定、第３３条の６の２第１項の改正規定（「、当該

年度の」の次に「初日の属する年の」を加える部分に限る。）、第

３３条の６の５第１項の改正規定、第３３条の６の６第１項の改正

規定及び第２章第１節第２款中同条を第３３条の６の７とし、第３

３条の６の５の次に１条を加える改正規定並びに次項の規定 平成

２８年１０月１日 

  附則第２４項の改正規定（「附則第３５条の２第６項」を「附則

第３５条の２第５項、附則第３５条の２の２第５項」に改める部分

に限る。）及び付則第４項の規定 平成２９年１月１日 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市市税条例（以下「改正後の条例」と

いう。）第３３条の６の５第１項及び第３３条の６の６の規定は、平

成２８年１０月１日以後の尼崎市市税条例第２６条第１項に規定する

公的年金等（以下「公的年金等」という。）に係る所得に係る個人の

市民税の特別徴収について適用し、同日前の公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税の特別徴収については、なお従前の例による。 
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３ この条例（第２５条第２項の改正規定及び附則第２４項の改正規定

（「附則第３５条の２第６項」を「附則第３５条の２第５項、附則第

３５条の２の２第５項」に改める部分を除く。）に限る。）による改

正後の尼崎市市税条例第２５条第２項及び附則第２４項の規定は、平

成２６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２５年

度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

４ この条例（附則第２４項の改正規定（「附則第３５条の２第６項」

を「附則第３５条の２第５項、附則第３５条の２の２第５項」に改め

る部分に限る。）に限る。）による改正後の尼崎市市税条例附則第２

４項の規定は、平成２９年度以後の年度分の個人の市民税について適

用し、平成２８年度分までの個人の市民税については、なお従前の例

による。 

５ 改正後の条例第３３条の８第５項の規定は、平成２５年４月１日以

後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結

事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年

度分の法人の市民税及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市

民税については、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  地方税法の一部を改正する法律（平成２５年法律第３号）の制定等

に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第８７号 

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

について 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

  平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市福祉医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 尼崎市福祉医療費の助成に関する条例（平成１７年尼崎市条例第２７

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第７号ア中「を含む」を「（規則で定める者を除く。）を含

む」に改める。 

 第３条第１項第５号中「前年」の次に「（当該母子家庭の母等に対す

る療養の給付等が行われた月が１月から６月までの場合にあっては、

前々年）」を加える。 

第 ４ 条 第 １項中 「（生徒にあっ ては、入院療養 に係るものに 限

る。）」を削り、同項第３号ア(ｲ)中「切り捨てる」の次に「。次号ア

において同じ」を加え、同項第４号を次のように改める。 

  生徒 次に掲げる区分に応じ、当該ア又はイに定める額 

ア 入院以外の療養である場合 被保険者等負担額に３分の１を乗

じて得た額 

  イ 入院療養である場合 被保険者等負担額 

第７条第１項中「（生徒に対するものを除く。）」を削り、同条第２

項中「（生徒を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同条第３

項を削る。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市福祉医療費の助成に関する条例第４
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条第１項及び第７条の規定は、この条例の施行の日以後の医療に係る

医療費の助成について適用し、同日前の医療に係る医療費の助成につ

いては、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  兵庫県のこども医療費助成事業実施要綱の一部改正に伴い、条例改

正が必要であることから、本案を提出する。 
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議案第８８号 

   尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例に 

ついて 

尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

尼崎市保健衛生関係事務手数料条例の一部を改正する条例 

尼崎市保健衛生関係事務手数料条例（平成１２年尼崎市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１４号アからオまでの規定中「動物取扱業」を「第１種動物

取扱業」に改め、同号ケ及びコ中「ねこ」を「猫」に改める。 

付 則 

 この条例は、平成２５年９月１日から施行する。  

 

 

 

（説 明）  

  動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律（平成２４

年法律第７９号）の制定に伴い、条例改正が必要であることから、本

案を提出する。  
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議案第８９号 

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

   尼崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 尼崎市国民健康保険条例（昭和３４年尼崎市条例第８号）の一部を次

のように改正する。 

 第１３条第１項第３号中「又はイに定めるところにより算定した」を

「からウまでに定める」に改め、同号ア中「イ」の次に「及びウ」を加

え、「第１６条」を「、第１６条」に改め、「の属する月以後５年を経

過する月までの間に限り、同日」を削り、「が属する」を「の属する」

に、「当該世帯」を「以下「特定一般被保険者所属世帯」という。）で

同日の属する月（以下「特定月」という。）以後５年を経過する月まで

の間にあるもの（当該特定一般被保険者所属世帯」に改め、「乗じて得

た数」の次に「と特定一般被保険者所属世帯で特定月以後５年を経過す

る月の翌月から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該

特定一般被保険者所属世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下

「特定継続世帯」という。）の見込数に４分の１を乗じて得た数との合

計数」を加え、同号イ中「ところにより算定した」を削り、同号にウと

して次のように加える。 

  ウ 特定継続世帯 アに定める額に４分の３を乗じて得た額 

第１３条第３項中「速やかに」を「速やかに、」に改める。 

第１５条の見出し中「の算定」を削り、同条中「総所得金額等に、」

を「総所得金額等に」に、「算定する」を「得た額とする」に改める。 

第１５条の２の見出し中「の算定」を削り、同条中「第１３条の規定

により算定した」を「第１３条第１項第２号に定める」に改める。 

第１５条の２の２の見出し中「の算定」を削り、同条中「次に」を

「次の各号に」に、「当該号」を「当該各号」に改め、同条第１号中

「次号」の次に「及び第３号」を加え、「ところにより算定した」を削
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り、同条第２号中「当該世帯」を「以下「特定退職被保険者所属世帯」

という。）で特定月以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該特

定退職被保険者所属世帯」に改め、「ところにより算定した」を削り、

同条に次の１号を加える。 

  特定退職被保険者所属世帯で特定月以後５年を経過する月の翌月

から特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該特定退

職被保険者所属世帯に他の被保険者がいない場合に限る。） 第１

３条第１項第３号ウに定める額 

第１５条の３の４の見出し中「の算定」を削り、同条中「総所得金額

等に、」を「総所得金額等に」に、「算定する」を「得た額とする」に

改める。 

第１５条の３の５第１項第３号中「又はイに定めるところにより算定

した」を「からウまでに定める」に改め、同号ア中「イ」の次に「及び

ウ」を加え、「第１６条」を「、第１６条」に改め、「乗じて得た数」

の次に「と特定継続世帯の見込数に４分の１を乗じて得た数との合計

数」を加え、同号イ中「ところにより算定した」を削り、同号にウとし

て次のように加える。 

  ウ 特定継続世帯 アに定める額に４分の３を乗じて得た額 

第１５条の３の７の見出し中「の算定」を削り、同条中「総所得金額

等に、」を「総所得金額等に」に、「算定する」を「得た額とする」に

改める。 

第１５条の３の８の見出し中「の算定」を削り、同条中「第１５条の

３の５の規定により算定した」を「第１５条の３の５第１項第２号に定

める」に改める。 

第１５条の３の９の見出し中「の算定」を削り、同条中「次に」を

「次の各号に」に、「当該号」を「当該各号」に改め、同条第１号中

「次号」の次に「及び第３号」を加え、「ところにより算定した」を削

り、同条第２号を次のように改める。 

  第１５条の２の２第２号に掲げる世帯 第１５条の３の５第１項

第３号イに定める額 
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第１５条の３の９に次の１号を加える。 

  第１５条の２の２第３号に掲げる世帯 第１５条の３の５第１項

第３号ウに定める額 

第１５条の６の見出し中「の算定」を削り、同条中「総所得金額等

に、」を「総所得金額等に」に、「算定する」を「得た額とする」に改

める。 

付則第８項（見出しを含む。）中「平成２５年度」を「平成２６年

度」に改める。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の尼崎市国民健康保険条例第１３条第１項第

３号、第１５条の２の２、第１５条の３の５第１項第３号及び第１５

条の３の９の規定は、平成２５年度以後の年度分の保険料について適

用し、平成２４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 

（説 明） 

  国民健康保険法施行令の一部を改正する政令（平成２５年政令第３

９号）等の施行に伴い、条例改正が必要であることから、本案を提出

する。 



 



 

 その他 
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議案第９０号 

物件の買入れについて 

物件を次のとおり買い入れるため、議決を求める。 

平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 買入れの目的  消防力を強化し、人命救助等の消防活動を迅速か

つ的確に行うため。 

２ 買入れの物件  ３０ｍはしご付消防自動車 １台 

３ 買入れの方法  随意契約 

４ 買入れの金額  １６２，７５０，０００円 

５ 買入れの相手方 大阪市生野区小路東５丁目５番２０号 

           株式会社モリタ 大阪支店 

            支店長 平 田 隆 吉 

 

 

 

（説 明） 

  ３０ｍはしご付消防自動車を買い入れるため、議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、本

案を提出する。 
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議案第９１号 

市道路線の一部廃止について 

市道路線を次のとおり一部廃止するため、議決を求める。 

平成２５年５月１５日提出 

尼崎市長 稲  村  和  美   

１ 一部廃止しようとする路線 

路    線    名 廃  止  区  間 

塚口本町８丁目１－３５ 
南 清 水 ５ 号 松 ヶ 内 線 

塚口本町８丁目１－３５ 

 

 

 

（説 明） 

  一般の通行も無く、廃止後の処分が可能な路線 

・一 部 廃 止 路 線 ： 南清水５号松ヶ内線 

以上の路線を一部廃止するため、道路法第８条第２項（同法第１０

条第３項の規定において準用する場合を含む。）の規定により、本案

を提出する。 

 

 

 

（参 考） 

市道路線の一部廃止図（別紙） 
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